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代表取締役社長

大塚 裕司

2008年を飛躍の年に

NEW
YEAR
OPINION

ビジネスパートナー事業部担当・塩川公男取締役兼
常務執行役員と Yuji Otsuka

2007年の日本経済を振り返ってみますと、1月から

6月までは日本全体の景気が好調でした。日経平均株

価も1万8000円を超え、ここ数年来の最高値をつける

など、明るい話題も多かったと思います。しかし、新

入社員の採用難など、企業としては痛しかゆしの面も

ありました。

一方、7月に入るとサブプライムローン問題が表面

化し、原油高が本格化して日経平均が1万5000円を割

るなど、前半とうって変わって湿りがちになりました。

為替も円高に振れました。まあ、上期が好調でした

のでちょっと踊り場に来たというところなのかもしれ

ませんが、とにかく動きの激しい1年でした。大塚商

会はいろいろな業種、規模のたくさんのお客様に支

えられていて、全体の景況感がよく見える立ち位置に

いるため、余計に動きが大きく見えるということもあ

るのかもしれません。

引き続き2008年の世界経済は先が見えにくい状況

にあるのですが、バブルがはじけた後の株価が6000

円だったことを思うと、今の水準はまだまだ高いとい

えるでしょう。それと、6000円時代を生き抜いた企業

の基礎体力は相当なものです。また、輸出の割合が

大きいメーカーなどとは違い、私どものようなITディ

ストリビューターは為替の影響を受ける度合いが比較

的小さいということもありますので、それほど心配は

しておりません。

投資という観点で見れば、大きな工場などを建て

るというのは、よほど景気の先行きを見定めてからで

ないとできませんが、IT投資というのは業務の効率

化でコストを圧縮するために行うので、費用対効果が

はっきりしていれば投資メリットは見えやすいというこ

とがあります。従って、先行きは不透明ではあります

が、景気減速の私どもの業界への影響は限定的では

ないかと思います。

変化が速いのはIT業界の常ですが、2008年はその

変化が大きい年になると思います。今年のキーワード

として大塚商会は次のように考えています。

まずIT環境ですが、Windows Server 2008が登場

します。Windows Server 2003はすでに定評のある

サーバOSですが、時代の趨勢に合わせて、さらにセ

キュリティが強化されています。Server 2003登場から

ちょうど5年、リプレイス時期が来ているため大きな商

材になるでしょう。

また、今年はサーバの仮想化がさらに進む年にな

るでしょう。仮想化によって管理・運用コストの削減は

もちろんのこと、環境問題対策としてのグリーンITソ

リューションにもなります。それにつれてソフトウェア

のライセンス体系も影響を受けることになるでしょう。

次に通信環境ですが、WiMAXの実用化が始まりま

す。これでモバイル環境は変わって行くことでしょう。

また、NGNもスタートします。まだ全体像がはっきりし

ないところがありますが、有線の通信にも確実に大変

革が起きるでしょう。

社会環境では、SaaS志向がより強く出てくると思い

ます。特に中堅・中小のお客様にとってみれば、初期

投資が少なく、いわば従量制でソリューションが導入

2008年はITビジネスが
大きく変革するスタートの年

2007年の前半は絶好調なるも
後半は一服感

できるので、いままでよりも広範なお客様に提案でき、

ビジネスチャンスが広がると思います。

そして企業環境としてはJ-SOX法の実施がありま

す。上場企業だけでなく、上場企業と取引のある企

業全体に内部統制が要求されます。業務量が増大す

るのは確実ですが、ITを使ってそれをどれだけ効率

化するかが本格的に要求される年です。

大塚商会のビジネスパートナー事業部の2007年の

実績としては、特に前半、ハードウェアの売り上げで厳

しい面がありました。外資系PCメーカーが価格破壊

的な戦略をとり、それが長く続いたことも響きました。

また、地域別で見ますと首都圏がわりに好調な半

面、関西圏も含めたそれ以外の地域がふるいません

でした。そんななかでも、おかげさまでなんとか売り

上げを伸ばすことができました。

大塚商会のようなディストリビューターはほかにもい

くつもありますが、大塚商会がどちらかといえばSIer

さんに強いとすれば、一方で店頭系に強いところ、拠

点がたくさんあって身近だというところなど、それぞれ

に特色があり、競合しつつも共存共栄しているといえ

ます。

大塚商会はほかのディストリビューターに比べて地

方の拠点が多くはありません。しかしながら地方から

の引き合いも結構あって、理由を聞くと大塚はコンペ

しないから頼むのだといわれることもあります。

特に地方では最新情報が少なく、わざわざ大塚商

会から商材をとっていただいているのは、売るため

の最新情報をもらえるためだ、という話もよく聞きます。

大塚商会はパートナー様にライフラインまで供給する

という意気込みでおります。ぜひお声をお掛けください。

私どもがパートナー様にご提供しているソリューション

の中で、これからますます注力していこうとしているのが

サービス＆サポートです。SEをパートナー事業部に常駐

させて、サポートに当たらせるということも始めました。最

初はパートナー様と競合するイメージがあるので、積極

的に行ってはいませんでしたが、ぜひやってほしいという

声にお応えすることになりました。

また、大塚商会にはパートナーの皆様のご希望に

お応えできる多くのグループ会社がございます。オフ

ィスの設計から受託開発まで、技術力とサポート力で

必ずやお役にたてることと存じます。お困りのことが

あればご遠慮なくご相談ください。

大塚商会の2008年のスローガンは「お客様の目線

で信頼に応え、お客様と共に飛躍する」です。パート

ナー様とともに飛躍の年にするべく努力いたしますの

で、今年もより一層のご愛顧を賜りますようお願い申

し上げます。

サービス＆サポートにより注力

情報提供も大切な役目

ビジネスパートナー事業部の
昨年の実績と今年の目標
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改正金融商品取引法、通称「日本版SOX法」がいよいよ2008年4月か

ら適用される。対象となるのは上場企業とその連結対象の企業だけだ。

直接的には中小・中堅企業には関係しない。しかし、それらの企業と取

引関係にあったり、新規取引を結ぼうとする場合、取引条件に大きな

差がなければ、内部統制のための対策を整えた企業を優先的に採用す

ることが考えられよう。情報管理が未整備と判断されれば取引対象か

らはずされたり、取引条件に影響を及ぼしてしまう可能性もある。はた

して中小や中堅企業でIT面での内部統制が不十分だと、どのような問

題が起こりうるのか。逆に内部統制の対策を整備することで、どのよう

な効果が期待できるのか。企業活動にITがますます利用されている現

状から、パートナー様がお客様にセールスするため、内部統制の確立の

ためのソリューションを紹介しながら見ていく。
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中小や中堅企業では
リスク管理が当面の課題

それでは中小や中堅企業がITの分野

で内部統制を確立するには、どのような対

策が必要なのだろうか。

最近では「内部統制」という言葉が一

般化、あるいはわかりにくいと受けとめら

れるようになったため、その対策の名称

に「内部統制」という単語は用いず、

「G.R.C.ソリューション」と呼ぶ例も一部の

ベンダーで出ている。Gはガバナンス

（Governance：企業統治）、Rはリスク管

理（Risk Management）、Cはコンプライ

アンス（Compliance：法令遵守）を指して

いる。

「ガバナンス」は経営者が決めた戦略に

向かって、どう組織を動かしていくのかが

課題であり、「コンプライアンス」は、どうや

って組織のすみずみにまで法令遵守の姿

勢を徹底させるかということが課題であ

る。しかしどちらの課題も、中小や中堅企

業の場合、組織規模の大きい大企業ほ

どの対策が必要になるわけではない。な

ぜなら組織が単純かつコンパクトであれ

ば、経営者の決めた方針を社員に徹底さ

せやすいからだ。したがって中小や中堅

企業の場合、まず取り組むべきはリスク管

理こそが最優先の課題になってくる。

特に対策はとっていないにもかかわら

ず、これまでリスク管理の面で問題が発生

せずに済んでいた企業は、たまたま幸運

だったと考えておくべきであろう。内部統

制のために努力しない企業は下りのエス

カレータに乗っているようなものといえるの

ではないだろうか。一定の対処をしてはじ

めて現状を維持でき、なおかつそれ以上

の経営努力をしないと業績向上は望めな

い。これが、今の中小・中堅企業の経営

を取り巻く環境なのである。

ユーザー情報やログの管理は
多くの企業が導入済みか検討中

リスク管理を筆頭として、中小や中

堅企業がIT面での内部統制対策に

は、どのようなものがあるか。それら

は、どれくらい実施されているのか。

IDGジャパンが2007年春、日本版SOX

法対応で利用中あるいは導入検討中

の技術や製品に関して、企業に複数回

答でアンケート調査したのが、表2で

ある。

これによるとアクセスや操作のログ管理

を導入済み企業は約半分、導入検討中

の企業をあわせると約7割に達する。内

部統制からは目的が少し外れるが、リス

ク管理のためにバックアップやリカバリを

導入済みの企業も5割を超えている。

それらに次いで多いのが「ユーザー情

報管理」「サーバ／クライアントPCのセキュ

リティ構成管理／監査」「エラーログなどシ

ステム管理系のログ管理」の3項目で、い

ずれも4割強が導入済みだ。

その一方、個 の々ソフトウェアを使う度に

ユーザーIDやパスワードを入力するので

はなく、最初に1度の認証ですべてのソフ

トウェアを利用できるようにするシングルサ

インオンや、ワークフローツール、文書／コン

テンツ管理を導入済みの企業は、それぞ

れ25%前後。それ以外の項目の導入率

は、いずれも1割程度以下でしかない。し

たがって今後は、これらの導入が多くの

企業にとっての課題となるだろう。

内部統制の確立で生産性と
企業の信用が向上する

内部統制の確立は、単に「問題の発

生を防ぐ」という“目に見えない”効果をもた

らすだけではない。その企業の生産性を

中小や中堅企業でも
内部統制は重要

中小・中堅の企業にとって、「内部統制」というだけでは捉えどころ

がなくなってしまう。取引先を思わぬトラブルに巻き込んで迷惑を

かけないために最低限のリスク管理は必要だ。パートナーのお客様

のリスク管理への対応でアプローチしよう。

内部統制を確立しないと
既存取引に影響を与える？

「うちは、内部統制の対策なんか必

要ないよ」。こう話されているパートナー

のお客様はいないだろうか。ここ数年、

企業の内部統制の必要性が声高に唱

えられてきた。そのせいか、特に中小

や中堅企業の中には「内部統制」という

言葉に聞き飽き、騒ぐばかりで実態の

ないオオカミ少年のように受けとめてい

る例もあるようだ。しかし、中小や中堅

企業にとってもいよいよ内部統制の対応

いかんが、事業規模の維持や拡大のた

めの要件になろうとしている。

改正金融商品取引法が、3月期決算

の上場企業とその連結対象の企業に

対しては、2008年の4月から始まる会

計年度から適用される。これらの大企

業ではすでに、同法に対応するための

内部統制の体制が整えられつつある。

こうしたコンプライアンスの流れは、

中小・中堅企業にとって、カヤの外の問

題だろうか。実はそんなことはまったく

ない。内部統制のための体制を整備

した上場企業などは、取引先の中小・

中堅企業に対しても、情報の適切な管

理や内部統制の実施を要求してくる可

能性があるからだ。それに対応できな

い企業は、取引を停止されないまでも、

取引条件で制約されかねない。

したがって今現在すでに上場企業

などと取引のある中小や中堅の企業

は、なるべく早く内部統制のための体

制を整備する必要がある。さらに現時

点では上場企業などと取引はないが、

将来的に取引を行うことを望んでいる

企業にとっても、内部統制対策は整え

ておくべき課題なのだ。

ここ数年は食品や建設業界など、さ

まざまな企業による偽装や違法行為が

大きな問題となった。企業が管理して

いる個人情報が流出してしまった事件

も、数多く起こっている。こうした問題

が発覚すると、その企業の経営は深刻

な打撃を受けかねない。その企業自

体の内部統制が不十分だった場合だ

けでなく、個人情報の流出や建築強度

の偽装などの例に見られるように、取

引先の不手際が原因で企業の信用が

大きく損なわれる場合もあるのだ。そ

れだけに大手の企業は今後、取引先で

ある中小や中堅の企業にも内部統制の

確立を強く求めてくることが予想される。

規模の大小にかかわらず、すべての企業

にとって内部統制の確立は避けて通れな

いといえよう（表1参照）。

すでに対応を完了している

現在、対応中である

現在、対応を検討中である

対応が必要であると認識し
ているが、まだ検討に入っ
ていない

当社では対応の必要がな
いと認識している

不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム間連携の自動化による、操作ミス／恣意的操作発生の抑制 

不正入力などのチェック機能の強化による、不正行為発生の抑制

ビジネス・プロセスとデータのモニタリング機能の強化

業務活動の記録・保持機能の強化

業務活動の実績・問題把握のリアルタイム化

業務活動における承認機能の強化

ITシステム監査の実施

運用管理および開発プロセスの標準化・成文化

ITリスクの把握（システム／アプリケーションごとのセキュリティ・レベルの把握を含む） 5.6％

7.0％

7.4％

6.8％

8.7％

11.3％

9.2％ 32.3％ 18.5％ 6.2％ 20.0％ 13.8％

34.0％ 17.0％ 17.0％ 13.2％ 7.5％

37.0％ 26.1％ 13.0％ 13.0％ 2.2％

36.8％ 19.7％ 14.5％ 13.7％ 8.5％

11.4％

12.5％ 31.3％ 20.3％ 15.6％ 6.3％ 14.1％

29.1％ 25.3％ 12.7％ 15.2％ 6.3％

32.0％ 25.4％ 10.7％ 15.6％ 9.0％

39.5％ 21.1％ 15.7％ 10.3％

32.9％ 24.9％ 15.5％ 12.2％ 8.9％

IS（情報システム）部門の運営およびITシステム運用の適正性の確保 5.9％ 39.4％ 20.6％ 12.4％ 11.2％ 10.6％

■表1  内部統制対策にとるべき施策と対応状況

導入済
検討中

ログ管理（アクセスログ、操作ログなどセキュリティ管理系）

バックアップ／リカバリ

アイデンティティ管理（ユーザー権限管理）

サーバ／クライアントPCのセキュリティ構成管理／監査

ログ管理（エラーログなどシステム管理系）

文書／コンテンツ管理

アイデンティティ管理（シングル・サインオン）

ワークフローツール

内部統制管理（アセスメント、RCM含む）

メッセージ・アーカイビング

ビジネスプロセス管理（BPM）／ビジネス活動モニタリング（BAM）

統制モニタリングツール（職務の分離、トランザクション管理含む）

データ統合／データ品質管理  

情報ライフサイクル管理（ILM）

経営パフォーマンス管理（CPM/EPM/BPM）

レコード管理

対応するための技術／ツールの導入を検討していない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

19.2%

70%

49.0％

6.7％

13.9％

15.1％

12.0％

19.2％

17.8％

13.5％

21.4％

13.2％

15.6％

14.4％

13.2％

12.5％

9.4％

6.0％

27.9％

51.4％

43.5％

42.1％

41.6 ％

26.0 ％

26.2 ％

25.2％

11.3％

10.3％

4.8％

5.5％

6.0％

2.6％

3.6％

4.6％

18.0％

■表2  日本版SOX法対応で利用中あるいは導入検討中の技術／製品（複数回答）

出典 ＩＤＧジャパン
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管理者の操作ログを監視する「監査者機

能」がいずれにも搭載されている。この二

重の監視機能によって、システムの信頼性

が確保されるので、容易に内部統制対

策に利用することができる。

またドキュメント管理ソフトである

『Visual Finder』は、社内の文書や図面

などのドキュメントに関して、ユーザー／グル

ープがどれを閲覧や利用できるのかを設

定でコントロールできる「アクセス制御」機

能により、セキュアな管理を可能にする。さ

らに『Visual Finder』を利用すると、企業

が記録している膨大なログのうち必要な

部分だけを選んで閲覧することもできる。

また、情報保護対策として『セキュリティ

強化オプション』が別売りで用意されてい

る。これは、あるドキュメントを特定の社員

や部課員は見ることはできても、設定によ

り印刷やファイルの保存をできなくすること

を可能にする。

ワークフロー管理用のソフト『Advance-

Flow』は、帳票の電子化と、社内での申

請や承認のプロセスを支援するためのソ

フトだ。申請書ヘの入力内容のチェックと、

適切な中間承認者や最終承認者への送

付を自動で行う。承認のプロセスが迅速

化され、どこまで進んでいるか目に見える

ようになると同時に、申請・承認の操作ロ

グ監視により不正な承認行為を抑止する

効果が期待できる。

『EasyPortal』は、Web形式のポータ

ルによるグループウェアだ。これを導入する

と、ユーザーはひとつのポータルから社内

外のさまざまな情報へアクセスできるように

なる。その際、その社員に必要がないは

ずの情報は表示されないように管理者が

設定できるのだ。これらのソフトは、

Windows Server製品と親和性の高い

アプリケーションなので、A c t i v e

Directoryのシングルサインオン機能との

連携で何度もパスワードを入力する必要

がない。また、人事異動に伴なうマスタメ

ンテナンスの工数削減でも大きなメリットが

ある。

『Advance-Flow』と『Visual Finder』

の2つを組み合わせることで、より高度な

利用方法も可能となる。どのドキュメントを

社内で共有するか、そして、その承認をと

る作業を自動処理できるようにするのが

『Advance-Flow』だ。これまで社内の各

部署が独自に持っていたドキュメントを共

有すれば、ある部署で新たなドキュメント

を作成する必要が生じた際もはじめから

作成するのではなく、他の部署が以前に

作成したドキュメントを少し編集するだけで

用が足りる場合もあり、作業が効率化さ

れると期待できる。さらには社内に通達

したドキュメントに関して、誰が目を通して

誰が未読か把握することも可能になる。

この『eValue』シリーズはWeb形式の

ソフトウェアなので、他のソフトウェアに影

響を及ぼすことなく安価に導入できる。

『SMILE 』シリーズと連携させれば、
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向上させ、その企業に対する外部からの

評価も高くなるという積極的な効果も期待

できるのだ。

有限会社テクノロジー・マーケット・リサー

チ社代表のアナリスト古田 英一朗氏は

「企業が内部統制のための体制を整備

すると、社員の襟がピシッと立ちます。勤

務時間中に業務と関係のないWebサイト

を見るなどして遊ぶ人がいなくなり、仕事

の効率や生産性が上がって残業が減っ

た例もあります」と語る。

つまりきちんと内部統制をしていれば、

問題のある社員や生産性の低い社員が

いる場合、すぐにわかってくる。こうした人

は居心地が悪くなり、辞めるか態度を改

めようとするので、結果として業務遂行上

問題のない社員が多くなり、社内の雰囲

気も変わり業務の生産性が上がってくる

のだ。

その結果として、その企業は業績が向

上するし取引先からの信用も増す。上場

企業の場合、社内の内部統制を整備し

たことを株主総会で報告した結果、株価

に良い影響をもたらすこともあるようだ。

ログのモニタリングで
企業の問題点を可視化する

アンケート調査によるソリューションの

導入傾向では、ログ管理の導入率が高

いようだ。といっても、実際にはログを

「とっている」ことに安心して特に解析な

どはしていない企業が多いのが実状で

はないだろうか。もちろんログをとってい

ると公表するだけでも一定の効果は期

待できるが、その状態に留まっていては

内部統制として十分ではない。より確実

なリスク管理のために企業は、次に何を

するべきだろうか。

パートナーの皆様がお客様にアプロ

ーチする際に、問いかけとして、「社員の

ID管理やログによる監査は定期的に行

っていますか。またその重要性を伝えて

いますか」と、尋ねてみてほしい。

皆が同じIDとパスワードを使っていた

り、上司が部下に仕事を手伝ってもらう

ために自分のIDやパスワードを教えてし

まっているとすれば、ログを見ても実際に

操作した人を特定することはできない。

逆にIDとパスワードの管理が徹底でき

ていれば、情報漏えいを疑うことが可能

だ。たとえば、その日時は東京にいたは

ずの社員のIDとパスワードで、誰かが大

阪からアクセスした記録があれば、IDと

パスワードが外部に漏れたのだなと判

断できるからだ。ログをとりっぱなしにせ

ず、各ユーザーの識別を確実に行い正

確にモニタリングすることの重要性を伝

えていただきたい。

また、どのような対策が次に必要な

のか知るためにも、モニタリングは役

に立つ。月ごとや四半期ごとなど定期

的にログを集計し、分析したレポート

を作成する。ユーザーの識別を確実

にしたうえでログをモニタリングするこ

とで、社内の内部統制上の問題点が

見えてくる。たとえば、営業担当者な

のに社内にいる時間が長い人だとか、

自分の業務に関係のない情報にアク

セスしている人がいたら、ログのレポ

ーティングから明らかになってくる。そ

れらの人を処罰するのではなく、問題

行動を注意したり本人の適性にあっ

た部署へ異動させるといった組織的

対処をすることにより、内部統制を確

立できる。その結果、会社の生産性を

向上させることにつながり、モニタリン

グが単に問題の発生を未然に防ぐ以

上の効果が期待できる。

二重のログ監視機能を備える
OSKの『eValue』シリーズ

中小・中堅企業では、ひとりの社員が社

内の情報システム全体を管理している例

も多く、この場合、その管理者が不正をし

ても周囲からはわからない。それを防ぐ

ために、システム管理者による操作ログを

記録することも必要になる。

大塚商会の関連会社であるOSKが

提供している『eV a l u e』シリーズの

『EasyPortal』や『Visual Finder』

『Advance-Flow』は、全社員が行った操

作ログ情報を管理者が確認できる「操作

ログ機能」で不正なアクセスをチェックする

ことができる。この機能とは別に、システム

具体的な対処法と
ソリューションとは

社員、管理者のログ操作の収集だけでは対策をとったことにならな

い。モニタリングしレポーティング分析で現状を把握し、問題点に

対処してこそ内部統制の確立につながる。手間をかけずに容易に導

入できる内部統制ソリューションなら、お客様を支援できる。

内部統制に対応する製品例 OSKの情報系ソフト『eValueシリーズ』

■操作ログ機能
一般ユーザの操作ログを監視する「管理者機能」とシステム管理者の操作ログを監視する「監査者機
能」の二重監視によりシステムの正当性を確保する

■アクセス制御
ドキュメント登録時にユーザー／グループのアク
セス権限を設定し、更新や削除を制御できる

■販売アライアンスパートナー制度

OSK製品の販売を行うパートナーに対し、お客様への各種提案・見積り、デモやプレゼンの教育・支
援をする「セールスパートナー制度」がある。各製品の販売や導入・保守サポート、支援などは大塚商
会BP事業部経由でOSKが担当する。随時申し込み受付中。相談は担当のBP営業まで。

■承認フロー設定
承認ルートは、部署の統廃合や組織の改編な
ど変化に柔軟に対応する

「管理者機能」画面

『Visual Finder』

『Visual Finder』 『Advance-Flow』

「監査者機能」画面

「アクセス制御」画面 承認フローの例



4342

巻
頭
特
集

中
小
・
中
堅
企
業
に
必
要
な
リ
ス
ク
管
理
と
情
報
管
理
の
処
方
箋

広告ページ

基幹業務のデータのうち必要なものを、

社内の他部署の社員が共有できるよう

にすることも可能だ。

このように、リスク管理のためには、ロ

グのモニタリングとともに、社内の文書や

情報の管理も必要になる。機密性の高

い文書や情報は業務上の必要性と権限

のある社員だけが閲覧したり利用でき

るようにして、外部ヘの漏えいを防がな

ければならない。

ログのモニタリングは
ミスへの対処のためにも有効

「社員の操作ログを会社がモニタリン

グすると、『社員を信用していないのか』と、

社員に反発されてしまう」と、パートナーの

お客様から導入に抵抗感を示される場

合もあるだろう。

このような場合に、前出の古田氏は

「『これは、社員皆さんの潔白を証明する

ためなんですよ』と説明すればいいので

はないでしょうか。人間は悪意がなくても、

うっかりミスをすることはあります。プロ野

球選手でも守備でミスをする可能性を考

え、他の選手がバックアップにつきます。

ログのモニタリングは、社員のミスに気づ

いて対処を施すためにも、あるいはきち

んと仕事をしている社員を評価するため

にも役に立つのです」と話す。ただし社

員を納得させるためには、社長による操

作もログをとってモニタリングの対象にする

べきと古田氏は付け加えている。

ログのモニタリングは、その企業の対外

的な評価を高めることにも貢献する。何か

あった時に取引先などから尋ねられても

ログの集計レポートを見せて説明すれば、

「なるほど、ちゃんとやっている会社なんだ」

と納得してもらえるようになる。これだけで

も社内の内部統制について説明責任を

果たすことができる。

システムの管理を自動化する
ソリューションも登場

中小や中堅企業では分析のための専

任者がいない場合も多いので、自動的に

レポートを作成してくれるソリューションも必

要になる。

ログを定期的にモニタリングして月ごと

などで集計すれば、その月に発生した操

作ミスや不正アクセスを把握することが

できる。しかし月の途中で重大な操作ミ

スや不正アクセス、システムの障害などが

発生した場合、企業に大きな被害をもた

らしかねない。それを防ぐためにはシス

テムを自動的に監視し、何か問題が発

生した場合には即座に通報してくれる体

制を整えておくと便利だ。

そのためのソリューションとしては、たとえ

ば、『BOM for Windows』がある。これ

はWindowsベースのサーバに不正アクセ

スが行われたり、何らかの障害が発生す

る予兆を感知した場合、自動的に管理者

へ通報を行ってくれるというものだ。

さらに管理を自動化および強化するた

めのソリューションとして、『Systemwalker 

Desktopシリーズ』（富士通）などもある。

これを導入すると、社内ネットワーク上に

存在するハードウェアとソフトウェアの情報

を自動的に収集してデータベース化する

ことが可能だ。操作のログを記録する

だけでなく、許可されていない操作を拒

否したり、不正なアクセスを遮断すること

ができる。ファイル単位でアクセスを制御

したり、データを暗号化して情報の漏え

いを防ぐことも可能だ。

●

パートナーの皆様は、お客様に対して、

まずは社内のリスクの所在を探り、リスク

対策を行うことを促し、次の段階で管理

や内部統制の確立を担保するソリューシ

ョンで整備することを提案していただき

たい。そのうえで対応策をどの程度まで

実施するかは、それぞれの企業が費用

対効果も考慮したうえでの経営判断とな

るだろう。しかし、内部統制のためのソ

リューションには、『eValue』シリーズをは

じめここで挙げた商材のように、少ない

コストで大きな効果が見込めるものも多

い。それぞれの企業の実情とお客様ニ

ーズに合ったソリューションを提案すれ

ば、高い成約率を期待できるはずだ。

パートナー様が、内部統制ソリューショ

ンについてお客様に提案される時には、

大塚商会BP事業部にお気軽に問い合

わせていただきたい。

内部統制に対する社員の意識を高めるためのパッケージ商材

内部統制のためのシステムを導入しても、それだけでは内部統制は確立されない。

問題となる行動をしないよう、社員ヘの教育を徹底することが大切だ。

何をしてはならず、何をするべきか説明するだけではいけない。どれだけ注意して

も真剣に受けとめず、聞き流してしまう社員は必ずいるものだ。どうしてやってはい

けないのか。もしもやってしまうと、どういう事態に発展してしまうのかを、はっきりと

イメージさせるようにすることが重要になる。大塚商会が提供しているパッケージ教

材『納得！実践！内部統制』を利用すれば、『EasyPortal』のeラーニング機能で内

部統制の基礎知識を社員に教育できる。あるいは大塚エデュケーションサービス

の利用を提案することも、考えてみるとよいだろう。



2011年には500億超規模に
急拡大する仮想化市場

バーチャライゼーションソフトウェアを使

用した仮想化市場が急速に拡大してい

る。IDC Japanが提供する「国内バー

チャライゼーション／HAクラスタリングソ

フトウェア市場 2006年の分析と2007年

～2011年の予測」（J8370101）によると、

仮想化市場は2006年で58億3,000万円

となった。これは、ビジネス環境の変化

やコンプライアンス、技術の成熟や実稼

働環境への導入が進み、仮想化による

サーバコンソリデーションのコストメリット

が実証され始めたことによると考えられ

る。これまで仮想化の導入に二の足を

踏んでいた企業の導入が、ここにきて一

挙に進んだことになる。

同資料によると、国内バーチャルマシ

ンソフトウェア市場は年間平均成長率

（CAGR：Compound Annual Growth

Rate）39.8%で成長し、2011年には311

億8,100万円市場に成長すると予測され

ている。一方、国内バーチャルユーザー

インターフェースソフトウェア市場は、

CAGR 17.4％で伸長し、2011年には

232億2,900万円になるとされている。こ

の数字からも、仮想化をキーワードとす

る市場がいかに大規模であるかという

ことが容易に読み取れる。

ハードウェアとソフトウェアを分離する
新しい付加価値を提案したヴイエムウェア

ITインフラのソリューション・ディスト

リビュータであるネットワールドは、

2000年からヴイエムウェアの国内代理

店として活躍し、全製品を通して数多

くの導入事例およびコンサルティング、

サポート実績がある。現在では、

「VMware VACパートナー」として認知

を広げている。

2007年12月には、「VMware Day2007」

と題した『VMware Infrastructure 3』

新バージョン（ESX 3i／3.5）の発表会を、

東京・名古屋・大阪・福岡の4都市で開

催。定員を超える多くの参加者を記録

した。

「仮想化という技術に、とても多くの

方々が関心を抱いているというのが実

感できるイベントでした。また、ヴイエム

ウェアがIT業界のスター企業であると

いうことも体感できました」と、ネットワ

ールド専務取締役マーケティング本部

長の森田 晶一氏は語る。

これまで注目されていた企業を見る

と、メインフレームで利用してきた技術を

より多くの顧客企業が容易に利用でき

るようにするケースが多かった。しかしヴ

イエムウェアは、それらの技術を使ってま

ったく新しい価値を生み出したのである。

1999年ヴイエムウェアは、デスクトップ

PCの中で仮想マシン環境を構築し、

Windows 2000／ NT／ 98／ 95／

Linuxなどが同一マシン上で稼働すると

いう提案を行った。品質が高いだけで

なく、多くの環境を1台のデスクトップ

PCに集約できる環境は利便性が高い

ため、ビジネス市場でも受け入れられ

た。同社は、2001年にはサーバ製品

の仮想化を実現する製品を投入し、

2003年にはこれまでの仮想化市場に

革命を起こす『VMotion』を投入した。

『VMotion』は、エンドユーザに影響

を与えずに、稼働している仮想マシン

を物理サーバ間で移動する技術。こ

れまでにない柔軟性と可用性を提供

する『VMotion』により、顧客企業に新

しい管理手法を提示することに成功し

ている。

「当時は、サーバ製品をどう使えば

いいのかわかりませんでした。しかし

『VMotion』の投入で、ヴイエムウェアの

考えがはっきりとわかりました。彼らは、

ハードウェアとアプリケーションを完全

に分離するという付加価値を生み出し

たのです」（森田氏）。

ライセンス体系も新しくなり
より広いユーザー課題に応える

そのヴイエムウェアの新しい提案の

ひとつが「ESX 3i」だ。これは、仮想化

ソフトウェアのサイズを32Mバイトとし、

USBフラッシュメモリなどのデバイスか

らブートすることで仮想化環境が利用で

きるというもの。万が一ハードウェア障

害が起きたとしても、USBフラッシュメ

モリを差し直すだけで仮想環境を継続

して利用できることになる。扱いも容

易であるため、市場を広げる起爆剤と

しての期待も高い。

「ESX 3i／3.5」の登場により、ライセン

ス体系も若干変更されている。利用でき

る機能によって、「ESX Server 3i」「VI

F o u n d a t i o n（旧S t a r t e r）」「V I

Standard」「VI Enterprise」を用意した。

さらに 、「 VI Foundation」「 VI

Standard」「VI Enterprise」のプラットフ

ォームとして「ESX Server 3i」「ESX

Server 3.5」を選ぶことができる。ライセン

ス体系の変更によって顧客企業の選択

肢の幅を大きく広げ、よりニーズにマッチし

たソリューションを提供できることになる。

また、有償でエディションのアップグレードに

も対応しており、小規模システムや部門な

どからのスモールスタートを可能とした。

研修を受けた
認定パートナー資格の取得が必要

また、ヴイエムウェアでは、レガシーアプリ

ケーションのホスティングからサーバ統合、

ITインフラストラクチャの最適化など、多様

化する顧客の課題に応えられる信頼でき

るパートナーとビジネスを推進させるという

意味から、パートナープログラムの改編を

行っている。新しいパートナープログラムで

は、ヴイエムウェアの認定を受けたパートナ

ー以外では、同社製品を扱うことができ

なくなる。

「お客様の要望に応えるためには、サー

バやネットワーク、ストレージなどの深い知

識が必須となります。だれでも仮想化製

品を扱えるようにすると、最終的にお客様

の課題を解決できないということにもなり

かねません。新しいパートナープログラム

は、お客様からの信頼を獲得するために

必要だと思います」（森田氏）とのことだ。

仮想化市場は、非常に巨大な市場だ。

仮想化ソフトウェアそのもの以外にも、それ

らのプラットフォームであるハードウェア、スト

レージサービスなど、周辺のビジネスチャン

スも大きい。仮想化をキーワードとする巨

大な市場は、すでに立ち上がっているの

である。

現在、技術・知識の習得など、ヴイエム

ウェアに投資をすることで、そのフィードバッ

クは確実に受け取ることができるだろう。

仮想化市場は、大きなビジネスチャンスを

秘めた市場だ。ビジネス環境の変化や、

コンプライアンス、技術の成熟で、仮想化

市場は急成長している。その仮想化市

場をどれだけ獲得できるかが、パートナー

の課題と言えるだろう。
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図1 VMware Infrastructure（VI）のライセンス形態の変更

今までのStarterは
Foundationに名称変更

ESX Server 3iのエディションを追加

急速に拡大している仮想化市場。その中心を担うヴイエムウェアの新しい提案が

2007年12月に販売開始された「VMware Infrastructure 3」新バージョン(ESX

3i／3.5）といえよう。ヴイエムウェアの国内代理店で、ITインフラのソリューション・

ディストリビュータである株式会社ネットワールド（以下ネットワールド）は、仮想化の

実績を積み、多くの企業から信頼を集めている。VMwareの新製品の内容と、

同時に変更されたライセンス体系やパートナー体系などをネットワールドに聞いた。

F O C U S

『VMware Infrastructure3』新バージョンデビュー
ユーザーの信頼を高めるパートナープログラム
仮想化時代のリーダー

図2 各エディションの機能
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ライセンス保守（9-17時／24時間365日）
※ESX Server 3iのエディションのみ初年度保守加入は任意（その他のエディション／VC／オプションは必須）

現Starterと同額 現Enterpriseと同額現Standardより値下げ
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●大塚商会のグループカンパニー・ネットワールド
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当連載は、いよいよ、最終回を迎えることになりました。締

めの定番は「まとめ」です。「売れるショップに、売れる人」も定

番を外すことはやめましょう。売れるショップ、売れる人になる

ための「まとめ」は”こんなことをやっていませんか？”と問いか

けてみたいと思います。ドキリとした問いかけがありましたら、

そこを修正していただきたいと思います。

筆者が秋葉原の量販店でマネージャーを務めていたとき、自

店・他店を比較して、いろいろなことに気付き、レポートを作成

していました。通称「アキバ」を卒業した現在も、定期的にそ

れを続けています。競争が常態という場所ですが、市場には

優勝劣敗の法則があります。現在にも通用する”問いかけ”を

紹介しましょう。

■いつでも”いらっしゃいませ！”を使う店員が働いてませんか？

ショップで働くヒトを店員と呼びますが、このような店員が案

外多いものです。店頭応対用語の筆頭に「いらっしゃいませ」

がありますが、朝礼や研修などで何度も唱和させながら、唱和

させる側も本来の意味を理解せず、ただ明るく・快活に・元気

にと指導することがあります。デパートの食品売り場が典型的

な事例で、意味知らずの「いらっしゃいませ」が見込み客を逃

します。接客マニュアルを読めば、お客様の来店を促すため

の言葉、お客様と店員の距離感を縮めるための言葉、お客様

を歓迎するための言葉、と記載しているでしょうが、本来の「い

らっしゃいませ」で留意すべきは、使うタイミングです。

■お客様に”こちらがお得です”と商品を推奨してませんか？

規模の大小に関わらず、大半の店員が使う言葉です。イン

ターネットが普及する以前でしたら、大胆に使うことが許され

た言葉ですが、産地直販サイトや価格比較サイトが当然となっ

た時代の「こちら」は、下手をすると押し付け商売になる危険

が伴います。売場面積が地域最大だとしても、推奨商品は在

庫の中のひとつに過ぎません。市場に出回っているすべての

商品をカバーしているわけではないのです。商品ライフサイク

ルが短く、しかもグローバル市場の時代です。購入後まで考

えて、お客様側に選択させる言葉を考えるべきでしょう。

■競合店を意識して”他店より値段が高い場合は店員にお問

い合わせください。対応いたします”と店内放送してません

か？

潔いサービスだと感じているのはショップの自己満足です。

秋葉原に同様のショップがありますので、筆者は何度か問い

合わせてみましたが、実際に対応してくれた店員は一人もいま

せんでした。某店では「お客様、当店ではインターネットのショ

ップは対象外としています」と胸を張られました。「どうして？」

と確認すれば、「ネットショップはおとり価格を提示したり、実

態のないお店もありますから」と説明しました。筆者が問い合

わせた競合店は実際に存在するショップで、住所は某店から

徒歩数分の場所です。それも説明すれば「そちらで購入してく

ださい」とけんもほろろ。「店内放送に言葉足らずのところがあ

りまして、大変、申し訳ありませんでした」と謝罪するだけのこ

とを、どうして指導していないのでしょう。

まだまだ紹介したいことがありますが「お知らせ」があります

ので、またの機会に譲りたいと思います。当連載は今回で締

めとなりましたが、次号から「知ればお得な、最新IT用語検

定！」という連載を開始します。筆者は専門学校でマーケティ

ング関連の講師をしながらこの隔月誌に連載していますが､IT

業界にとっての２ヵ月という期間は、他の業界の１年分にも相

当するのではないかと感じています。四者択一のクイズと解説

を交えることで、読者の皆さんのIT感度の向上に役立てられ

ればと考えています。次回からの新連載も、ぜひ、お楽しみく

ださい。

正しいようで誤解している基本 島川言成氏

最終回

島川 言成
パソコン黎明期から秋葉原有名店のパソコン売場でマネージャを勤め、その
後ライターに。IT関連書籍多数。日本経済新聞社では「アキハバラ文学」創生
者のひとりとして紹介される。国内の機械翻訳ソフトベンチャー企業、外資系
音声認識関連ベンチャー企業のコーポレート・マーケティング部長を歴任。現
在、マイクロソフトのサイトで「Weeklyコラム」を連載している。セキュリティ
関連ベンチャー企業のマーケティング部門取締役、ゲームクリエーター養成専
門学校でエンターテインメント業界のマーケティング講座も担当。
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でも、目標とする数値を管理するこ

とが可能になる。

例えば、BI専用のツールではなく、

グループウェアの掲示板や電子会議

機能を活用しても、現場で動く数値

を的確に収集することはできる。集

めた数値を自動的に集計したり、他

のソフトに転送することを考えると、

グループウェアだけでは不可能なケ

ースはあるが、営業部門であれば、

SFA(Sales Force Automation)などを

活用して、営業成績の管理も実現で

きる。製造業であれば、生産管理シ

ステムから得られる数値を活用した

り、流通業であれば貨物情報を活か

せることもある。

業績管理のためのシステム構築に

おいて重要なポイントは、現場で発

生している生のデータを的確にリア

ルタイムに近い形で、いかに収集す

るかにある。どんなに立派なシステ

ムを構築しても、現場からリアルな

データが入力されなければ、ITを活

かした業績管理は実現できない。

従来の業績管理では、成績を並べ

てみたり、次年度の予算案や計画立

案のために、過去の実績を記録して

おく、といった取り組みがされてき

た。予算を編成する部門では、過去

の実績から推測して、将来の予測を

立てる。しかし、往々にして計画と

いうものは、何事も過小に設定して

しまいがちになる。また、予算計画

だけを優先すると、「計画のための計

画」を作るだけに終始し、本来の目

的である業績向上や発展に向けた積

極的な取り組みが欠落してしまうケ

ースも多々ある。そうならないため

には、業務だけではなく、企業全体

を通したパフォーマンス（業績）と

しての数値データを正確に収集・分

析し、そこから次の改善や計画につ

ながるアクションへと結びつけてい

かなければならない。つまり、業績

管理にも、製造業で行われているよ

うな「PDCAサイクル」が求められ

るのだ。

管理のための数字ではなく、改善

に結びつく有用なデータへと活かす

ためには、数字の的確な分析だけで

はなく、その結果から次のアクショ

ンへ発展させるためのITの仕組みや

組織作りが重要になる。単なる管理

や計画のためだけのデータ収集では

なく、集められた情報ができるだけ

リアルタイムに計測され、指標との

正確な差分が表示されることだ。そ

の結果に基づく判断や行動までを一

連のプロセスとすることによって、

はじめてITによる明確なビジネスへ

の貢献が可能になる。

その取り組みは、すでに一部の企

業では競争力向上のための一環とし

てはじまっている。つまり、業績は

管理するものではなく、モニタし比

較検討しなければ、ビジネスにとっ

て何ら意味をもたない。そしてその

ためにITツールやソリューションを

導入することが、重要な経営課題と

なる。

ビジネスとITが切っても切れない

重要な関係となっている現在にあっ

て、収益改善のために投資するITも

あれば、効果や効率のために構築す

るITもある。そしてこれからは、改

善や向上のためにも、ITを活用して

いくことが、最も重要な取り組みだ

といえるのだ。
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 IT活用とは 
 業績管理のキーポイントは現場での正確なデータ収集

最終回

田中 亘氏
筆者のプロフィール／筆者は、IT業界で20年を超えるキャリアがあり、ライターになる前はソフトの企画・開発や販売の経験を持つ。
現在はIT系の雑誌をはじめ、産業系の新聞などでも技術解説などを執筆している。得意とするジャンルは、PCを中心にネットワーク
や通信などIT全般に渡る。ITという枠を超えて、デジタル家電や携帯電話関連の執筆も増えてきた。

前回、業績管理という視点で、ITをもっと活用する方法やテクノロジーについて解説した。そこで

今回は、正確な業績管理のために取り組むべき課題や仕組みについて考えていく。これまで、多く

の企業が営業成績や販売実績という形での業績を視覚化し管理しようと取り組んできた。しかし、

その成果を発揮できた成功例は、あまり多くない。その大きな理由には、現場と経営層の連携が理

想通りに機能していないことだ。

業績管理も管理会計も重要なのは
現場のリアルなデータ収集

業績管理の基本は、ビジネスの現場

で起きている変化を的確に把握・管理

し、次の一手を打てる体制作りにある。

単に結果を知るだけであれば、財務

会計ソフトなどの売り上げや売掛金な

どの数字を集計するだけでよい。しか

し、そうした管理会計の数字だけでは、

著しくグローバル化する現在のビジネ

スでは、正確な経営判断や次の戦略

を立案することが困難になっている。

ERP（Enterprise Resource Planning：

経営資源計画）に代表される管理会計

システムの多くは、ビジネスの現場

で動いているリアルな数値データで

はなく、仕入や販売などの結果が損

金や経費などの数字情報として集め

られる。そのため、その数字の原因

や根拠を知るには、財務部門や経営

企画部の担当者が、手間をかけてそ

のデータが発生した現場から情報を

収集しExcelで集計する、といった作

業を踏まなければならない。しかし、

せっかく集めた数字も、収集作業に

手間取れば情報としての鮮度が失わ

れてしまう。

こうしたデータ収集の遅れを防ぐ

ために、ERPシステムでは、経費清

算などの処理を現場に振り分けたり、

他の業務システムと連携して、自動

的に売掛金や買掛金などのデータが

入力されるようになっている。それ

でも、「入出金という金額」として集

められた情報だけでは、個々の業務

に特化した正確な業績を管理するこ

とはできない。

販売や製造、流通やサービスなど

の業種や、あるいは営業や購買、搬

送や広報など業務の違いによっても、

個々の業績を判断する数値指標には

違いがある。例えば、製造業であれ

ば仕入れから製造にいたるまでのあ

らゆる部品や原材料を管理し、その

生産効率や歩留まりを把握し改善し

ていく必要がある。営業であれば、

営業成績だけでなく、客単価や平均

受注率、リードタイムなど、販売効

率を改善するためにチェックするべ

き指標が数多くある。

こうした業種や業務に特化した数

値指標を正しく見極めることが、業

績管理における重要な第一歩となる。

単にBI(ビジネス・インテリジェンス)

ツールを導入するのではなく、あら

かじめ何をデータとして収集しモニ

タリングするのかをきちんと考えて

おかなければ、目的とする業績管理

は実現できない。言い換えれば、対

象となる数値指標がしっかりと把握

できていれば、どのようなITツール

課題は収集データの的確な分析と
PDCAサイクルに向けた取り組み

ビジネス現場で使う数値指標を
見極める重要さ

IT活用

PDCAサイクルによる業績改善

・グループウェア
・SFA
・生産管理システム等

Plan

Act Do

Check

現場のリアルタイムな情報・
データ収集とモニタリング分析
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連載の狙い

私は20年近く、ユーザ企業側のIT担当者として仕事

をした経験を持っています。その間、常にユーザ側の

立場で、インターネットの利用や業務システムを導入す

る仕事と関わってきました。順調に稼動するものもあ

れば、大失敗に終わったものもあります。こうした経験

をもとに『システム管理者の眠れない夜』（IDG月刊誌）

という連載を書いてきました。これはすでに10年を超

え、なかば私のライフワークになりつつあります。

さて、本コラムでは、情報システムの企画・検討・導

入作業を通じて、私が「ユーザー側のSE」として何を考

え、何を感じていたのかを綴っていきたいと思います。

時にはベンダーの立場の方々に苦言を呈することがあ

るかもしれません。しかし、お読みいただくことによって、

今まで以上にユーザーの立場に共感を覚えることがで

きるのではないでしょうか。その共感こそがユーザーと

の信頼関係を築く第一歩だと思うのです。

IT担当者の悩み

今回は連載１回目ですので、私が企業の中で情報化

を進めていく上で、常に悩んでいた事をお話しましょう。

企業の情報化戦略などといった話ではありません。も

っと身近な問題です。

意外に聞こえるかもしれませんが、それは「この仕事

で自分は評価されるのだろうか？」ということでした。

約20数年前、私が勤める企業ではじめて情報化を担

当した当時、設備担当の部署に所属していました。部

員はエンジニアばかりですが、ほとんどは機械工学や

土木建築系であり、部門の情報化を担当しているのは

私一人だったのです。上司の部長もITについてはほと

んど分りませんので、普段の仕事で彼からの指示を待

っているわけにはいきません。一方、ソフトの動きがお

かしいというだけで他部署のあちこちから呼び出されま

した。月末には彼らの残業にもつき合わされました。と

にかくてんてこ舞いでしたが、パソコンユーザが抱える

さまざまな問題点を現場で把握できるので、それなり

にやりがいもありました。

しかし、上司の部長は怪訝な表情です。部下が何の

ために忙しくしているのか、理解できないからです。こ

うした状況は、今日においても中小規模の会社でITに

疎い上司を持ったIT担当者に、共通の悩みではないで

しょうか。

IT担当者が自信を持って仕事ができるように

というわけで、読者の皆さんにお願いです。客先で

情報システムの担当者に出会ったら、ぜひその上司に

も面会してほしいのです。そして、その上司が情報シス

テムとその担当者の働きを、どのぐらい理解しているの

かを聞き出してください。もしあまり理解していないよ

うなら、おそらく、担当者は上記のような悩みを持って

いることでしょう。そしてぜひ、その悩みを共有してほし

いと思います。そして、単にシステムの商談だけではな

く、ユーザ企業の経営の中で、情報化が持つ意味や、

他社事例までを含めて提案を行ってほしいのです。そ

の提案書はきっと上司の目にも入ることでしょう。

企業の中で情報化という仕事の位置づけはますます

重くなっています。ところがまだまだ、経営層がそのよ

うに認識していない企業も多いのです。そうした企業

のIT担当者を応援できるのは、読者の皆さんかもしれ

ません。

シ ス テ ム 提 案 書 は 担 当 者 の 悩 み と

企 業 丸 ご と を 理 解 し て 作 成 す べ し

難攻不落のユーザーをつかめ

柳原秀基の目 から鱗 の I T 夜話

t e x t X M o t o k i  Y a n a g i h a r a 【 柳 原 秀 基 】

1 9 8 0年代から国内機械製造メーカーの社内SEを経験。主に
AS/400,Windows NTによるシステム構築を担当。Windows系ユーザコミ
ュニティの設立に参画し、代表を務める。現在は大阪市立大学大学院創
造都市研究科博士（後期）課程に学生として在籍しつつ、大学非常勤講師、
講演、運用管理系ソフトウェアベンダへの助言、開発支援を行っている。
Microsoft MVPを受賞。著書に「システム管理者の眠れない夜」(IDG)など。
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IT系雑誌やインターネットのコラムなどで広く活躍するフリーライター。
執筆歴は15年以上におよぶ。1960年生まれ。
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Web 2.0、SaaS、Cloud Computing、最近よく耳に

するこれらのキーワードに共通するのは、アプリケー

ションをサーバ側に、データをデータセンター側に、

それぞれ移動させたいという思惑だ。現在のコンピ

ューティング環境は、主要なアプリケーションがPC

上で稼働し、PCのハードディスクにデータが記録さ

れる。これをすべてユーザーの手元にあるPCから排

除しようというわけだ。

こうした動きの背景には、インターネットに代表さ

れる高速ネットワーク技術の発達と、毎日のように報

道されるセキュリティの問題がある。高速なネットワ

ークを利用し、サーバ側で大半の処理を行ってしまえ

ば、ユーザーが操作する端末は必ずしも高性能であ

る必要はない。むしろ端末を簡素化することで、ソフ

トウェアのバージョン管理やユーザーサポートといっ

た業務を軽減することができる。

その一方で、クラッカーやマルウェアといったコン

ピュータ犯罪や、PCの盗難や置き忘れによるデータ

の漏えい・紛失は、大きな社会問題になりつつある。

これを防ぐには、管理が行き届かなくなりがちな末端

のPCにデータを置かなければよい。データを持たず、

アプリケーションを実行せず、サーバへアクセスする

ブラウザとネットワークさえ利用できれば、端末は何

でもいい、という発想だ。

こうしたユーザーにとっての利点と同時に、これは

決着がついてしまった感のあるPCというプラットフォ

ームから、産業をシフトさせたいというIT企業の思惑

でもある。現在ITの主流となっているPCの骨格は、

x86プロセッサとWindowsの組み合せであり、富はこ

の2つを支える2社、IntelとMicrosoftに集中しがちだ。

従来型のコンピューティングモデル、言い換えれば2

社が勝利をおさめている戦場に、のこのこ出て行っ

ても、互換性という武器であっさりと返り討ちになる

のは分かっている。コンピューティングの主役をサー

バに移すことで、新しい戦いやすい戦場で戦いたい、

という思惑は当然あるだろう。

そもそも1980年代にPCが誕生したのは、ユーザー

が自由に使える計算機が欲しい、というニーズからで

あった。当時のITの主流であるメインフレームコンピ

ュータによるコンピューティングは、厳重に管理され

ており、ユーザーの自由を許容しなかった。サーバベ

ースのコンピューティングは管理が容易な反面、管理

過多になりがちだ。しかし四半世紀を経てPCの自由

は、時に行き過ぎだと見られている。PC（クライアン

ト）ベースのコンピューティングは、ユーザーの自由

が確保されるものの、放任になりがちでもある。

今、コンピューティングの中心をサーバ側にシフト

させようという動きが顕在化しているのは、企業ユー

ザーの管理への要求、IT企業が望むパラダイムシフト

の欲求がマッチしているからだ。管理から自由へ、そ

してまた管理へと振り子は触れるのだろうか。

I T
文：元麻布春男

T r e n d
W a t c h

t e x t X H a r u o  M o t o a z a b u 【 元 麻 布 春 男 】
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IT導入指南
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最近、SaaS（Software as a Service）を導入する企

業が増えてきました。SaaSとは、提供されるソフトウ

ェアの機能（サービス）のうち、ユーザー側で必要と

している機能を必要なときに利用し、ユーザーが利

用した分だけの料金を支払うサービス形態です。

多くの場合、サービスはネットワークを介して提供

されています。この点では、ASPと大した違いはあり

ませんが、もともとネットワークを介した提供を前提と

しているため、ASPに比べて操作性が格段に向上し

たといわれています。また、基本的にはカスタマイズ

に限界のあるASPと違い、SaaSはユーザー個別に

カスタマイズしたサービスが提供でき、他のソフトと

の連携も大幅に向上しています。このようにASPが抱

えていた課題を克服したサービスと考えられます。

ここで、SaaSを導入する際のコストについてパッ

ケージソフトと比較してみます。

パッケージソフトの場合、購入したすべてのユーザ

ーに同じ機能が提供されるので、必要のない機能に

対しても料金を支払うことになります。そのうえ、物

流コストに対する費用負担も発生します。また、ラン

ニングコストの面で、特に中小企業などで安価なパッ

ケージソフトを導入した場合、ITに強い社員が本業以

外の仕事としてサポートなどを担当することが多く、

直接数字に表れないコストが発生します。この点では

SaaSを導入した方がコストダウンになります。

コストダウンが図れるということで、企業ばかりで

なく、大学や医療機関での導入も増えてきています。

一般的なソフトばかりではなくERPパッケージなどの

基幹システムをSaaSで導入するケースも出てきてい

ます。

しかし、既存の社内システムとの高度な連携や各

種情報セキュリティの観点などから、導入をためらっ

ている企業は多くあります。また、SaaSサービスを

提供している企業が突然サービスを停止することも考

えられ、ある時、社内の重要なシステム・情報が消滅

するリスクもあります。その点パッケージソフトを導

入した場合は、システムの突然停止は回避できます。

SaaSを導入検討のポイントは、上記のメリット・デ

メリットを踏まえたうえの総合的な視点で、よく検討す

ることが大切です。 （文責：小松和弘）

SaaS導入のポイントはコストとリスクマネジメント

最新ITキーワード
コンサルタントに聞け

IT導入指南
社団法人中小企業診断協会IT利活用研究会

第1回

ASPサービス SaaS パッケージ製品

パフォーマンス

操作性 中 高 中

カスタマイズ 低 高 低

システム連携 低 高 低

コスト コスト 中 高 低

リスク サービス継続性 低 ？ -




